
 

 

平成１５年８月期       中間決算短信 平成15年4月24日 
上 場 会 社 名 株式会社 有線ブロードネットワークス 上場取引所 大阪証券取引所 (ヘラクレス) 
コ ー ド 番 号 ４８４２ 本社所在都道府県 東京都 

（ＵＲＬ http://www.usen.com/corporate/ ）  
問 合 せ 先   責任者役職名 代表取締役社長 
          氏    名 宇 野 康 秀 ＴＥＬ ( 03 ) 3509 － 7112 

決算取締役会開催日 平成15年4月24日 中間配当制度の有無   有 
中間配当支払開始日 平成－年－月－日                      単元株制度採用の有無   有(１単元 10 株) 
 

１ 15年2月中間期の業績(平成14年9月1日～平成15年2月28日) 
(1)経営成績 

 売上高 営業利益 経常利益 

 
15年2月中間期 
14年2月中間期 

             百万円   ％ 
47,032   (△5.2) 
49,591   ( 1.5) 

   百万円  ％ 
    3,674       ( － ) 

△1,181    ( － ) 

             百万円  ％ 
2,549      (  －  ) 

12     (△98.9) 

14年8月期 98,525       255 1,048 
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
（当期）純利益 

   

 
15年2月中間期 
14年2月中間期 

             百万円   ％ 
      △   563     ( － ) 

△12,715    ( － ) 

円  銭   
△   471. 06 
△10,629．68 

 

14年8月期 △18,570 △15,523．83  
(注)①期中平均株式数 15年2月中間期 1,196,228株 14年2月中間期 1,196,234株 14年8月期 1,196,230株 

②会計処理の方法の変更  無 

③売上高，営業利益，経常利益，中間（当期）純利益におけるパーセント表示は，対前年中間期増減率 
 
(2) 配当状況 

 
１株当たり 
中間配当金 

１株当たり 
年間配当金 

 
15年2月中間期 
14年2月中間期 

   円  銭 
 0 ．00 
 0 ．00 

   円  銭 
 
 

14年8月期  0 ．00 

 

 
(3) 財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 
15年2月中間期 
14年2月中間期 

    百万円 
154,645 
159,100 

   百万円 
    26,612 
  32,789   

   ％ 
17.2 
20.6 

    円  銭 
22,246 ．78 
27,410 ．39 

14年8月期 155,965 26,862 17.2 22,455 ．93 

(注)①期末発行済株式数 15年2月中間期  1,196,220株  14年2月中間期  1,196,229株  14年8月期 1,196,229株 
②期末自己株式数  15年2月中間期      18株  14年2月中間期        9株 14年8月期         9株 

 

２ 15年8月期の業績予想(平成14年9月1日～平成15年8月31日) 
１株当たり年間配当金 

 売上高 経常利益 当期純利益 
期 末  

 
通 期 

百万円 
96,000 

百万円 
8,000 

百万円 
4,000 

円  銭 
     － 

円  銭 
   － 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 3,343円 87銭 
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中間貸借対照表 
(単位：百万円) 

前中間会計期間末 

平成14年２月28日現在 

当中間会計期間末 

平成 15 年２月28日現在

前事業年度 
要約貸借対照表 

平成14年８月31日現在 
        期  別 
科  目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 
   ％ ％   ％ 

(資産の部)         

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金 ※３ 25,938   11,518   20,585   

２ 受取手形 
※１ 
※５ 263 

 
 270   319   

３ 売掛金  6,241   4,940   5,566   

４ たな卸資産  3,814   3,373   3,880   

５ 繰延税金資産  1,737   2,435   2,436   

６ その他  11,782   12,096   9,850   

７ 貸倒引当金  △346   △431   △395   

流動資産合計   49,431 31.1  34,203 22.1  42,243 27.1 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※２          

(1) 建物 ※３ 19,434   17,974   18,292   

(2) 構築物  13,932   12,806   12,911   

(3) 土地 ※３ 37,649   37,543   37,543   

(4) その他  3,135   4,034   3,663   

有形固定資産合計  74,151   72,358   72,411   

２ 無形固定資産  4,957   6,559   5,130   

３ 投資その他の資産           

(1) 投資有価証券 ※３ 2,341   1,534   2,366   

(2) 関係会社株式  19,077   16,945   17,748   

(3) 長期貸付金  640   14,413   7,120   

(4) 繰延税金資産  1,616   －   －   

(5) その他 ※３ 7,031   9,253   9,362   

(6) 投資評価引当金  △99   －   －   

(7) 貸倒引当金  △50   △623   △418   

投資その他の資産合計  30,557   41,523   36,178   

固定資産合計   109,666 68.9  120,441 77.9  113,720 72.9 

Ⅲ 繰延資産   1 0.0  △0 △0.0  1 0.0 

資産合計   159,100 100.0  154,645 100.0  155,965 100.0 
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(単位：百万円) 

前中間会計期間末 

平成14年２月28日現在 

当中間会計期間末 

平成15年２月28日現在 

前事業年度 
要約貸借対照表 

平成14年８月31日現在 
           期  別 
科  目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 
   ％ ％   ％ 

(負債の部)         
Ⅰ 流動負債           
１ 支払手形 ※１ 5,212   4,109   7,416   
２ 買掛金  1,696   2,480   1,901   
３ 短期借入金 ※３ 3,789   4,535   3,102   
４ １年以内償還予定社債 ※３ －   1,100   900   
５ １年以内返済予定長期借入金 ※３ 20,382   24,474   23,610   
６ 未払金  5,588   9,271   5,193   
７ 前受金  9,106   7,610   8,706   
８ 賞与引当金  1,232   250   1,061   
９ その他 ※６ 5,783   7,576   5,667   

流動負債合計   52,793 33.2  61,408 39.7  57,560 36.9 
Ⅱ 固定負債           
１ 社債 ※３ 2,300   1,100   1,400   
２ 長期借入金 ※３ 50,705   48,545   50,779   
３ 長期未払金  14,812   11,532   13,297   
４ 繰延税金負債  －   5   0   
５ 退職給付引当金  5,547   4,952   5,891   
６ 役員退職慰労引当金  55   35   77   
７ その他  98   453   95   

固定負債合計   73,518 46.2  66,625 43.1  71,542 45.9 

負債合計   126,311 79.4  128,033 82.8  129,103 82.8 

           
(資本の部)           

Ⅰ 資本金   17,957 11.3  － －  17,957 11.5 
Ⅱ 資本準備金   27,767 17.4  － －  27,767 17.8 
Ⅲ 欠損金           
 １ 中間(当期)未処理損失  12,477   －   18,331   

   欠損金合計  12,477 △7.8  － －  18,331 △11.8 
Ⅳ その他有価証券評価差額金  △458 △0.3  － －  △530 △0.3 
Ⅴ 自己株式    △0 △0.0  － －  △0 △0.0 

資本合計   32,789 20.6  － －  26,862 17.2 
           

Ⅰ 資本金   － －  17,957 11.6  － － 
Ⅱ 資本剰余金           
１ 資本準備金  －   4,500   －   

 ２ その他資本剰余金  －   4,936   －   

資本剰余金合計   － －  9,436 6.1  － － 
Ⅲ 利益剰余金           
 １ 中間未処理損失  －   563   －   

利益剰余金合計   － －  △563 △0.4  － － 
Ⅳ その他有価証券評価差額金  － －  △217 △0.1  － － 
Ⅴ 自己株式    － －  0 0.0  － － 

  資本合計   － －  26,612 17.2  － － 
負債及び資本合計   159,100 100.0  154,645 100.0  155,965 100.0 
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中間損益計算書 
(単位：百万円) 
 

前中間会計期間 

自 平成13年９月１日 
至 平成14年２月28日 

当中間会計期間 

自 平成14年９月１日 
至 平成15年２月28日 

前事業年度 
要約損益計算書 

自 平成13年９月１日 
至 平成14年８月31日 

        期  別 
科  目 

金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比 
   ％ ％   ％ 

         

Ⅰ 売上高   49,591 100.0  47,032 100.0 98,525 100.0 

Ⅱ 売上原価 
※２ 
※５  17,808 35.9  15,864 33.7  35,721 36.3 

   売上総利益 ※４  31,783 64.1  31,168 66.3  62,804 63.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※５  32,964 66.5  27,493 58.5  62,548 63.4 

   営業利益又は営業損失(△)   △1,181 △2.4  3,674 7.8  255 0.2 

Ⅳ 営業外収益 ※１  2,444 4.9  587 1.2  3,439 3.5 

Ⅴ 営業外費用 ※２  1,251 2.5  1,712 3.6  2,646 2.7 

   経常利益   12 0.0  2,549 5.4  1,048 1.1 

Ⅵ 特別利益 ※３  475 1.0  1,556 3.3  2,894 2.9 

Ⅶ 特別損失 ※４  10,350 20.9  4,539 9.7  18,507 18.8 

税引前中間(当期)純損失   9,861 △19.9  433 △0.9  14,565 △14.8 

   法人税、住民税及び事業税  118   129   268   

   法人税等調整額  2,735 2,853 5.8 － 129 0.3 3,736 4,004 4.1 

   中間(当期)純損失   12,715 △25.6  563 △1.2  18,570 △18.8 

   前期繰越利益   238   －   238  

中間(当期)未処理損失   12,477   563   18,331  
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

前中間会計期間 
自 平成13年９月１日 
至 平成14年２月28日 

当中間会計期間 
自 平成14年９月１日 
至 平成15年２月28日 

前事業年度 
自 平成13年９月１日 
至 平成14年８月31日 

１ 資産の評価基準及び評価方法 １ 資産の評価基準及び評価方法 １ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) たな卸資産 

  ①商品 
    移動平均法による原価法 
  ②貯蔵品 

    最終仕入原価法による 
原価法 

(1) たな卸資産 
①商品 

同  左 

②貯蔵品 
同  左 

(1) たな卸資産 
①商品 

同  左 

②貯蔵品 
同  左 

(2) 有価証券 

 ①満期保有目的の債券 
    償却原価法（定額法） 
 ②子会社及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法 
  ③その他有価証券 
   時価のあるもの 

    中間決算日の市場価格等に 
    基づく時価法（評価差額金は全

部資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算
定） 

   時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

(2) 有価証券 

 ①満期保有目的の債券 
同  左 

 ②子会社及び関連会社株式 

同  左 
  ③その他有価証券 
      同  左 

   

(2) 有価証券 

 ①満期保有目的の債券 
同  左 

 ②子会社及び関連会社株式 

同  左 
  ③その他有価証券 
   時価のあるもの 

    決算日の市場価格等に基づく時
価法（評価差額金は全部資本直入
法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 
   時価のないもの 
    移動平均法による原価法 

 (3) デリバティブ取引 
時価法 

 (3) デリバティブ取引 
同  左 

 (3) デリバティブ取引 
同  左 

２ 固定資産の減価償却の方法 
(1)有形固定資産 

定率法(ただし、平成10年４月１ 
日以降に取得した建物(建物附属設備を
除く)については定額法)を採用してお

ります。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 
建   物  ６年 ～ 50年 

構 築 物  ２年 ～ 10年 

２ 固定資産の減価償却の方法 
(1)有形固定資産 

同  左 

２ 固定資産の減価償却の方法 
 (1)有形固定資産 

同  左 

（追加情報） 
構築物の臨時償却 
放送事業におけるコンテンツ配信を、同軸

ケーブルから衛星放送に切り替えるにあた
り、構築物勘定に計上されている当社保有の
同軸ケーブルの相当数を平成15年８月末ま

でに撤去する計画が確定致しました。これに
伴い、撤去対象となる同軸ケーブルの耐用年
数を残存予定使用期間に基づく耐用年数に

変更いたしました。 
上記耐用年数の変更に伴う臨時償却額

は2,396百万円であり、この変更により、

経常利益は36百万円多く、税引前中間純損
失は2,359百万円多く計上されておりま
す。   

 
 

（追加情報） 
構築物の臨時償却 
放送事業におけるコンテンツ配信を、同

軸ケーブルから衛星放送に切り替えるにあ
たり、構築物勘定に計上されている当社保
有の同軸ケーブルの相当数を平成15年８月

末までに撤去する計画が確定致しました。
これに伴い、撤去対象となる同軸ケーブル
の耐用年数を残存予定使用期間に基づく耐

用年数に変更いたしました。 
上記耐用年数の変更に伴う臨時償却額

は2,396百万円であり、この変更により、

経常利益は95百万円少なく、税引前当期
純損失は917百万円多く計上されており
ます。  
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前中間会計期間 
自 平成13年９月１日 
至 平成14年２月28日 

当中間会計期間 
自 平成14年９月１日 
至 平成15年２月28日 

前事業年度 
自 平成13年９月１日 
至 平成14年８月31日 

 (2)無形固定資産 
定額法を採用しております。 

    なお、営業権については商法の規定
に基づく最長期間(５年)による定額
法、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間(コ
ンテンツ系ソフトウェアは最長３
年、それ以外は５年)に基づく定額法

を採用しております。 

(2)無形固定資産 
同  左 

(2)無形固定資産 
同  左 

 (3)長期前払費用 
   定額法を採用しております。 

 (3)長期前払費用 
同  左 

 

 (3)長期前払費用 
同  左 

３ 引当金の計上基準 
 (1)貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備 
えるため、一般債権については 
貸倒実績率により、貸倒懸念債 

権等特定の債権については個別 
に回収可能性を勘案し、回収不 
能見込額を計上しております。 

３ 引当金の計上基準 
 (1)貸倒引当金 

同  左 

３ 引当金の計上基準 
(1)貸倒引当金 

同  左 

 (2)賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に充てる 
ため、支給見込額に基づき計上 
しております。 

 (2)賞与引当金 

同  左 

 (2)賞与引当金 

同  左 

(3)退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき、当中間会
計期間末において発生していると認
められる額を計上しております。 
なお、会計基準変更時差異につい

ては、５年による按分額を費用処理
しております。 
 

(3)退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき、当中間会計期
間末において発生していると認めら
れる額を計上しております。 
なお、会計基準変更時差異に 

ついては、５年による按分額を 
費用処理しております。 

数理計算上の差異については、各会
計期間の発生時の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数(６年)に
よる按分額をそれぞれ発生の翌会計
期間より費用処理しております。 
過去勤務債務については、その発生

時の従業員の平均残存期間以内の一
定の年数(５年)による按分額を費用
処理しております。 

 (3)退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき、当会計年度末
において発生していると認められる
額を計上しております。 
なお、会計基準変更時差異について

は、５年による按分額を費用処理して
おります。 
数理計算上の差異については、各会

計期間の発生時の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数(６年)に
よる按分額をそれぞれ発生の翌会計
年度より費用処理しております。 
過去勤務債務については、その発生

時の従業員の平均残存期間以内の一
定の年数(５年)による按分額を費用
処理しております。 
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前中間会計期間 
自 平成13年９月１日 
至 平成14年２月28日 

当中間会計期間 
自 平成14年９月１日 
至 平成15年２月28日 

前事業年度 
自 平成13年９月１日 
至 平成14年８月31日 

 （追加情報） 
当社は、確定給付企業年金法の施行

に伴い、厚生年金基金の代行部分につ
いて、平成14年８月20日に厚生労働大
臣から将来分支給義務免除の認可を
受けており、それに伴い当社は、「退
職給付会計に関する実務指針(中間報
告)」（日本公認会計士協会会計制度
委員会報告第13号）第47-2項に定める
経過措置を適用し、当該認可の日にお
いて代行部分に係る退職給付債務と
返還相当額の年金資産を消滅したも
のとみなして処理しております。 

なお、当中間会計期間末における返
還額相当額は7,291百万円でありま
す。 

（追加情報） 
当社は、確定給付企業年金法の施行

に伴い、厚生年金基金の代行部分につ
いて、平成14年８月20日に厚生労働大
臣から将来分支給義務免除の認可を
受けており、それに伴い当社は、「退
職給付会計に関する実務指針(中間報
告)」（日本公認会計士協会会計制度
委員会報告第13号）第47-2項に定める
経過措置を適用し、当該認可の日にお
いて代行部分に係る退職給付債務と
返還相当額の年金資産を消滅したも
のとみなして処理しております。 

なお、当会計年度末における返還額
相当額は7,286百万円であります。 

 (4)役員退職慰労引当金 
当社は、役員の退職慰労金支出に

備えて、役員退職慰労金規程に基づ
く中間期末要支給額を計上しており
ます。 
なお、過年度要支給額については、

第37期より５年間で均等償却額を繰
入れることとし、当中間会計期間で
は146百万円(うち、132百万円は、当
中間期の退職者にかかるもの)を特
別損失に計上しております。 

 (4)役員退職慰労引当金 
当社は、役員の退職慰労金支出に備

えて、役員退職慰労金規程に基づく中
間期末要支給額を計上しております。 
なお、過年度要支給額については、

第37期より５年間で均等償却額を繰
入れることとし、当中間会計期間では
1百万円を特別損失に計上しておりま
す。 

 (4)役員退職慰労引当金 
 当社は、役員の退職慰労金支出に備
えて、役員退職慰労金規程に基づく当
期末要支給額を計上しております。 
 なお、過年度要支給額については、第
37期より５年間で均等額を繰入れるこ
ととし、当期では９百万円を特別損失に
計上しております。 

(5)投資評価引当金 

関係会社等への投資に対する損失
に備えるため、相手先の財政状態を

勘案した損失見込額を計上しており
ます。 

 

 

 

 

４ 外貨建の資産又は負債の本邦通貨へ
の換算の基準 

   外貨建金銭債権債務は、中間決算日
の直物為替相場により円換算し、換算
差額は損益として処理しております。 

４ 外貨建の資産又は負債の本邦通貨へ
の換算の基準 

同  左 

４ 外貨建の資産又は負債の本邦通貨へ
の換算の基準 

   外貨建金銭債権債務は、期末日の直
物為替相場により円換算し、換算差額
は損益として処理しております。 

５ リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっております。 

５ リース取引の処理方法 

同  左 

５ リース取引の処理方法 

同  左 
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前中間会計期間 
自 平成13年９月１日 
至 平成14年２月28日 

当中間会計期間 
自 平成14年９月１日 
至 平成15年２月28日 

前事業年度 
自 平成13年９月１日 
至 平成14年８月31日 

６ ヘッジ会計の方法 
 (1)ヘッジ会計の方法 

    ヘッジ会計の用件を満たす金利スワ
ップについては特例処理を採用して
おります。 

６ ヘッジ会計の方法 
 (1)ヘッジ会計の方法 

   原則として繰延ヘッジ処理によって
おります。なお、特例処理の要件を満た
す金利スワップ及び金利キャップにつ
いては特例処理を採用しております。 

６ ヘッジ会計の方法 
 (1)ヘッジ会計の方法      

ヘッジ会計の用件を満たす金利スワ
ップについては特例処理を採用してお
ります。 

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 
   ヘッジ手段 
     金利スワップ 
   ヘッジ対象 
     借入金 

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 
   ヘッジ手段 

金利スワップ及び金利キャップ 
   ヘッジ対象 

同  左 

(2)ヘッジ手段と対象 
ヘッジ手段 

金利スワップ 
   ヘッジ対象 

同  左 
 (3)ヘッジ方針 

    変動金利による調整コストに及ぼす
影響を回避するためヘッジを行って
おります。 

 (3)ヘッジ方針 
同  左 

(3)ヘッジ方針 
同  左 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 
  特例処理によっている金利スワッ
プについては、有効性の評価を省略し
ております。 

 (4)ヘッジ有効性評価の方法 
   定期的に所定の方法により有効性評

価を実施しております。なお、特例処
理を採用している金利スワップ及び金
利キャップについては有効性の評価を
省略しております。 

 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 
   特例処理によっている金利スワップ

については、有効性の評価を省略して
おります。 

７ その他中間財務諸表作成のための基
本となる重要な事項 

 (1)消費税等の会計処理 
   税抜方式によっております。 

７ その他中間財務諸表作成のための基
本となる重要な事項 

 (1)消費税等の会計処理 
同  左 

７ その他財務諸表作成のための基本と
なる重要な事項 

 (1)消費税等の会計処理 
同  左 

(2)匿名組合への出資と会計処理 
当社は、以下の航空機の購入及びレ

バレッジドリースを目的とした匿名
組合と出資契約を締結しております。 

   契約締結日：平成５年１月 
          (期間11年) 
   出 資 額：50百万円 

出資額は、出資金として認識すると
ともに、その後の同組合の財政状態の
変動による資産の当社持分相当額は、
匿名組合債権または長期未払金とし
て処理しております。また、同組合の
当中間会計期間に属する損益の当社
持分相当額を匿名組合投資損益とし
て処理しております。 

(2)匿名組合への出資と会計処理 
当社は、以下の航空機の購入及びレ

バレッジドリースを目的とした匿名組
合と出資契約を締結しております。 

   契約締結日：平成５年１月 
          (期間11年) 

   出 資 額：50百万円 
同組合の当中間会計期間に属する損

益の当社持分相当額を匿名組合投資損
益として処理しております。 

 (2)匿名組合への出資と会計処理 
当社は、以下の航空機の購入及びレ

バレッジドリースを目的とした匿名組
合と出資契約を締結しております。 

契約締結日：平成５年１月 
         (期間11年) 

出 資 額：50百万円 
出資額は、出資金として認識すると

ともに、その後の同組合の財政状態の
変動による資産の当社持分相当額は、
匿名組合債権または長期未払金として
処理しております。また、同組合の当
会計年度に属する損益の当社持分相当
額を匿名組合投資損益として処理して
おります。 
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会計処理の変更 

前中間会計期間 
自 平成13年９月１日 
至 平成14年２月28日 

当中間会計期間 
自 平成14年９月１日 
至 平成15年２月28日 

前事業年度 
自 平成13年９月１日 
至 平成14年８月31日 

（社宅賃借料の従業員負担金） 
従来、従業員の借上社宅等の賃貸借

取引について、貸主に対する支払家賃
の総額を販売費及び一般管理費（地代
家賃）に計上し、従業員等負担分とし

て回収した受取家賃を営業外収益（受
取家賃）に計上する総額処理としてお
りましたが、会社が負担すべき費用の

実額を計上することがより合理的な
処理と考え、当中間会計期間より支払
家賃と受取家賃を相殺した純額を販

売費及び一般管理費（地代家賃）に計
上することといたしました。                           
この結果、従来の方法によった場合

と比較して営業損失が121百万円減少
いたしております。 

 （社宅賃借料の従業員負担金） 
従来、従業員の借上社宅等の賃貸借

取引について、貸主に対する支払家賃
の総額を販売費及び一般管理費（地代
家賃）に計上し、従業員等負担分とし

て回収した受取家賃を営業外収益（受
取家賃）に計上する総額処理としてお
りましたが、会社が負担すべき費用の

実額を計上することがより合理的な処
理と考え、当会計年度より支払家賃と
受取家賃を相殺した純額を販売費及び

一般管理費（地代家賃）に計上するこ
とといたしました。                                                    
この結果、従来の方法によった場合

と比較して営業利益が248百万円増加
いたしております。 

 
追加情報 

前中間会計期間 
自 平成13年９月１日 
至 平成14年２月28日 

当中間会計期間 
自 平成14年９月１日 
至 平成15年２月28日 

前事業年度 
自 平成13年９月１日 
至 平成14年８月31日 

（自己株式） 
   前事業年度まで流動資産に掲記し
ておりました「自己株式」は、中間財
務諸表等規則の改正により当中間会
計期間より資本に対する控除項目と
して資本の部の末尾に表示しており
ます。 
なお、前事業年度は流動資産の「そ

の他」に含まれており、その金額は0
百万円であります。 

   （自己株式） 
   前期まで流動資産に掲記しておりま

した「自己株式」（前期0百万円）は、財
務諸表等規則の改正により当期より資
本に対する控除項目として資本の部の

末尾に表示しております。 

（繰延税金資産取崩し） 
税務上の繰越欠損金に対する「繰延

税金資産」につきましては、前事業年
度まで税務上の控除可能期間内の事
業計画から算出される利益を回収可
能性が認められるとして計上してお
りましたが、当初の事業計画の未達及
び経営方針の変更により、事業計画を
再検討し回収可能性も保守的に判断
した結果、当中間会計期間では翌期の
事業計画上の利益に対する税効果の
みを認識する事といたしました。 
この結果、繰延税金資産を取り崩す

必要が生じ、「法人税等調整額」が
2,735百万円計上されております。 

 （繰延税金資産取崩し） 
税務上の繰越欠損金に対する「繰延

税金資産」につきましては、前期まで
税務上の控除可能期間内の事業計画か
ら算出される利益を回収可能性が認め
られるとして計上しておりましたが、
当初の事業計画の未達及び経営方針の
変更により、事業計画を再検討し回収
可能性も保守的に判断した結果、当期
では翌期の事業計画上の利益に対する
税効果のみを認識する事といたしまし
た。 
この結果、繰延税金資産を取り崩す

必要が生じ、「法人税等調整額」が
3,736百万円計上されております。 
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前中間会計期間 
自 平成13年９月１日 
至 平成14年２月28日 

当中間会計期間 
自 平成14年９月１日 
至 平成15年２月28日 

前事業年度 
自 平成13年９月１日 
至 平成14年８月31日 

（金融商品会計）  

当中間会計期間からその他有価証
券のうち時価のあるものの評価方法
について、金融商品に係る会計基準

（「金融商品に係る会計基準の設定に
関する意見書」（企業会計審議会 平
成11年１月22日））を適用しておりま

す。 
この結果、従来の方法によった場合

と比較して「その他有価証券評価差額
金」△458百万円、繰延税金負債が82
百万円、それぞれ増加しております。
なお、繰延税金負債は繰延税金資産と
相殺しております。 

 （金融商品会計） 
当期からその他有価証券のうち時価

のあるものの評価方法について、金融商
品に係る会計基準（「金融商品に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会
計審議会 平成11年１月22日））を適用
しております。 
この結果、従来の方法によった場合

と比較して「その他有価証券評価差額
金」が△530百万円計上された他、「投
資有価証券」が529百万円減少し、「繰
延税金負債」が0百万円増加しておりま
す。 

 （自己株式及び法定準備金取崩等に関す
る会計基準） 

  当事業年度から「企業会計基準第1号 自己
株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基
準」（平成14年２月21日 企業会計基準委員
会）を適用しております。この変更に伴う損
益に与える影響は、ありません。 

 

 （貸借対照表） 
(1) 前事業年度において独立掲記してお
りました「資本準備金」は、財務諸表等
規則の改正により当事業年度において
は「資本剰余金」の内訳科目として表示
しております。 

(2) 前事業年度において独立掲記してお
りました「利益準備金」は、財務諸表等
規則の改正により当事業年度において
は「利益剰余金」の内訳科目として表示
しております。 

(3) 前事業年度において「その他の剰余金」の
内訳科目として表示しておりました「任意積
立金」は、財務諸表等規則の改正により当事
業年度においては「利益剰余金」の内訳科目
として表示しております。 

(4) 前事業年度において「その他の剰余金」の
内訳科目として表示しておりました「当期未
処分利益」は、財務諸表等規則の改正により
当事業年度においては「利益剰余金」の内訳
科目として表示しております。 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 
※１ 期末日満期手形の処理 

 (前中間連結会計期間末) (当中間連結会計期間末) (前連結会計年度)  

   期末日満期手形の会計処
理については、手形交換
日をもって決済処理をし
ております。なお、当期
末日が金融機関の休日で
あったため次の期末日満
期手形が期末残高に含ま
れております。 
 受取手形 107百万円 
 支払手形 902百万円 

 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

 (前中間会計期間末) (当中間会計期間末) (前事業年度末)  

 48,196 百万円 45,575 百万円 46,220 百万円  
 
※３ 担保資産 

 (前中間会計期間末) (当中間会計期間末) (前事業年度末) 
預金 1,005 百万円 1,006 百万円 1,006 百万円

投資有価証券 671 644 607  
建物 10,713 10,116 10,460  
土地 36,789 36,732 36,732  

保証金 588 497 497  

合計 49,769 48,996 49,304  
 
   (上記に対する債務) 

 (前中間会計期間末) (当中間会計期間末) (前事業年度末) 
短期借入金 2,344 百万円 1,351 百万円 1,185 百万円
１年以内償還予定社債 － 1,100 900  

１年以内返済予定長期借入金 16,207 17,619 16,363  
長期借入金 46,976 46,211 48,373  

社債 2,300  1,100 1,400  

合計 67,828 67,383 68,222  
  
４ 保証債務 

   下記関係会社の仕入先からの債務及びリース取引等に対し、債務保証を行っております。 
 (前中間会計期間末) (当中間会計期間末) (前事業年度末) 

㈱ユーズコミュニケーションズ 3,539 百万円 5,112 百万円 4,584 百万円
フォアフロント㈱ 9 － －  

㈱ギフティギフティ 6 － －  
㈱メディア 829 1,218 1,377  
ジェネロ通信㈱ 18 75 46  

合計 4,404 6,406 6,008  
  
※５ 受取手形割引高  

 (前中間会計期間末) (当中間会計期間末) (前事業年度末) 
 － 百万円 24 百万円 － 百万円

 
 
※６ 消費税等の取扱い  

 (前中間会計期間末)   (当中間会計期間末)  (前事業年度末) 

 

仮払消費税等及び仮受
消費税等は、相殺のうえ、
金額的重要性が乏しいた
め、流動負債の「その他」
に含めて表示しておりま
す。 

 
同  左 
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(中間損益計算書関係) 
※１ 営業外収益の主要項目 

 (前中間会計期間) (当中間会計期間) (前事業年度) 

受取利息 74 百万円 129 百万円 115 百万円
有価証券利息 66  2 72 
受取配当金 2  2 108 

受取家賃 34  9 68 
架線移設補償金収入 196  145 621 

匿名組合投資利益 1,666  74 1,667 
 

※２ 営業外費用の主要項目 
 (前中間会計期間) (当中間会計期間) (前事業年度) 
支払利息 1,030 百万円 1,271 百万円 1,969 百万円

貸倒引当金繰入額 － 318 319 
 

※３ 特別利益の主要項目 

 (前中間会計期間) (当中間会計期間) (前事業年度) 
固定資産売却益 26 百万円 0 百万円 26 百万円
過去勤務債務償却額 409  121 286 

関係会社株式売却益 39  898 860 
投資有価証券売却益 －  9 － 

過年度臨時償却費修正益 －  474 － 
役員退職慰労引当金戻入額 －  52 － 

 

※４ 特別損失の主要項目 
 (前中間会計期間) (当中間会計期間) (前事業年度) 

過年度損益修正損 94 百万円 36 百万円 147 百万円
過年度役員退職慰労引当金繰入額 146 1 9 

固定資産売却損 ※(1) 55 0 55 
固定資産除却損 ※(2) 712 460 1,005 
構築物臨時償却費 2,396 － 2,396 

投資有価証券売却損 － 229 128 
投資有価証券評価損 58 323 554 

関係会社株式売却損 23 399 548 
関係会社株式評価損 － 419 805 
たな卸資産処分損 － 65 39 

たな卸資産評価損 70 33 612 
不要電線撤去費 ※(3) 5,848 1,611 10,208 

退職給付会計基準変更時差異償却額 862 725 1,725 
関係会社整理損 － 233 － 

 
※(1) 固定資産売却損の内訳 

 (前中間会計期間) (当中間会計期間) (前事業年度) 
建物 22 百万円 － 百万円 22百万円 

工具器具及び備品 0  0 0 
土地 32  － 32 

合計 55  0 55 
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※(2) 固定資産除却損の内訳 
 (前中間会計期間) (当中間会計期間) (前事業年度) 

建物 236 百万円 77 百万円 334百万円 
構築物 112  213 224 
機械及び装置 5  33 69 

車両運搬具 1  4 2 
工具器具及び備品 315  8 325 

建設仮勘定 －  2 0 
ソフトウェア －  41 － 
原状回復費用 －  48 7 

リース解約費用 －  28 － 
長期前払費用 40  0 40 

   計 712  460 1,005 
 

※(3) 不要電線撤去費の内訳 
 (前中間会計期間) (当中間会計期間) (前事業年度) 

構築物除却簿価 2,599 百万円 148 百万円 3,282百万円 
撤去外注工事費 2,312  － 2,559 

撤去労務費 883  786 3,525 
その他撤去経費 52  676 841 

計 5,848  1,611 10,208 
 
※５ 減価償却実施額 

 (前中間会計期間) (当中間会計期間) (前事業年度) 
有形固定資産 （注）5,251 百万円 2,244 百万円 8,078百万円 

無形固定資産 208  469 590 
 

（注）当社の主要な資産であるケーブル設備の臨時償却費2,396百万円を含んでおります。 

 

(リース取引関係) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引(借主側) 
 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額 

                                        (単位：百万円) 

(前中間会計期間) (当中間会計期間) (前事業年度) 
 取 得 価 額

相 当 額

減価償却累

計額相当額

中 間 期 末

残高相当額

取 得 価 額

相 当 額

減価償却累

計額相当額

中 間 期 末

残高相当額

取 得 価 額

相 当 額

減価償却累

計額相当額

期 末

残 高 相 当 額

有形固定資産 
そ  の  他 

3,597 782 2,814 8,650 2,470 6,179 5,883 1,414 4,468 

(機械及び装置) (845) (381) (464) (287) (48) (238) (28) (4) (23) 
(車輌運搬具) (368) (58) (310) (376) (124) (251) (374) (91) (282) 

(工具器具及び備品) (2,382) (342) (2,039) (7,986) (2,296) (5,689) (5,481) (1,318) (4,162) 

無形固定資産 
(ソフトウェア) 2,058 472 1,586 2,515 941 1,574 2,315 674 1,641 

合計 5,655 1,255 4,400 11,165 3,411 7,754 8,199 2,088 6,110 
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 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 
 (前中間会計期間) (当中間会計期間) (前事業年度) 
１年内 1,244 百万円 2,680 百万円 1,958 百万円

１年超 3,412 4,940 4,419  

合計 4,656 7,621 6,377  
 
 ③ 中間期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

 (前中間会計期間) (当中間会計期間) (前事業年度) 

支払リース料 647 百万円 1,880 百万円 1,585 百万円
減価償却費相当額 592 1,303 1,455  

支払利息相当額 92 150 211  
 
 ④ 減価償却費相当額の算定方法 
   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 
   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法によって

おります。 

 
２ オペレーティング・リース取引（借主側） 
  未経過リース料 

 (前中間会計期間) (当中間会計期間) (前事業年度) 
１年以内 225 百万円 622 百万円 233 百万円
１年超 265 502 165  

合計 490 1,124 399  
 

 
 
 

(有価証券関係) 
有 価 証 券 

子会社及び関連会社株式で時価のあるもの                     (単位：百万円) 
(前中間会計期間) (当中間会計期間) (前事業年度) 

種類 中間貸借 

対照表計上額 
時価 差額 中間貸借 

対照表計上額 
時価 差額 貸借対照表計

上額 
時価 差額 

関連会社株式 6,102 6,641 539 6,684 4,660 △2,023 6,904 4,614 △2,289 
合計 6,102 6,641 539 6,684 4,660 △2,023 6,904 4,614 △2,289 

 

 

（一株当たり情報） 
 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 
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（重要な後発事象） 
前中間会計期間 

自 平成13年９月１日 
至 平成14年２月28日 

当中間会計期間 
自 平成14年９月１日 
至 平成15年２月28日 

前事業年度 
自 平成13年９月１日 
至 平成14年８月31日 

  （株式会社スピードグループの株式取得） 
当社は、株式会社スピードグループが

持つ電話回線獲得営業のスキルを当社の
営業に有効活用するため、平成14年９月に
同社株式を取得し関係会社といたしまし
た。 

 
(1) 株式取得先の概要 

社名 ソフトバンク・インベストメント 

株式会社 

所在地 東京都港区西新橋１丁目10番２号
代表者 代表取締役社長 北尾吉孝 
資本金 7,766百万円 

(平成14年３月31日現在) 
主な事業の内容 ベンチャーキャピタル・
ファンドの運用、管理及びベンチャー
ズインキュベーション事業 

 
（2）株式会社スピードグループの概要 

社名 株式会社スピードグループ 
所在地 東京都中央区八丁堀２丁目８番５号
代表者 代表取締役 白石伸生 
資本金 3,115百万円 

(平成14年３月31日現在) 
主な事業の内容 ディストリビューショ 
ン事業、ディストリビューターインキュ 
ベーション事業 

 
(3) 株式取得の概要 
取得株式数 19,600株 
払込総額 1,720百万円 
発行済み株式数に対する持分比率 31.46%

 
 

 


